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生産性の向上

創業・新事業展開・事業再構築

人口減少や国内市場が縮小する今だからこそ、中小企業・小規模事業者の皆様が成長・発展を

遂げるためには、新事業の創出、需要の取り込み、事業再構築が欠かせません。中小機構は、新

たなチャレンジの追い風となるべく、創業支援やベンチャー企業への支援を実施。さらに、成長分

野への進出、海外市場の獲得、ビジネスモデルの変革を目指す、新たな取り組みを後押しします。

のGDPが失われる恐れがあるのです。中小機構は、この問題を解決するため、全国の事業承継・

引継ぎ支援センターや中小企業支援機関等と連携し、総合的な支援を展開していきます。

中小企業・小規模事業者は、日本の総企業

数の99.7％を占め、雇用の7割を支える日本

経済の屋台骨であり、地域経済の発展に

欠かせない存在です。そうした皆様を取り

巻く環境を見ると、少子高齢化や急速な技

術革新の進展、環境制約の高まり、事業承

継問題といった長期的な課題とともに、世

界的な物価高や深刻な人手不足などの困

難にも直面しています。また、近年は、地震

や台風、豪雨などの大規模災害が相次いで

発生し、経済活動にも大きな影響が出るな

ど、一刻も早い復旧・復興と災害への備え

が不可欠となっております。中小企業基盤

整備機構（中小機構）は、国の中小企業・地

域経済政策における中核的な実施機関と

して、中小企業・小規模事業者の皆様が事

業活動を行う上で直面する経営課題の解

決や成長に向けた支援を徹底して行ってま

いります。変わりゆく時代の先を見据え、生

産性向上につながるＩＴ化、インバウンドの

取り込み、販路開拓・海外展開、起業・創業

などイノベーションに向けた多様なチャレン

ジを後押しします。また、事業承継のため

の後継者候補の確保・育成や、防災・減災

対策のための計画策定支援など、皆様の

安定的な事業活動の継続や経営体力強化

に向けた支援に全力で取り組む所存です。

全国336万の中小企業・小規模事業者の

皆様に必要な支援を届け、その多様な経

営課題や支援ニーズに応えるためには、全

国各地の中小企業・小規模事業者の支援

に取り組む関係機関・団体や士業の皆様

との連携や協働がなくては実現しません。

中小機構では、これまで以上に皆様との連

携を密にし、万全な支援体制を構築してい

きます。

中小機構の役割は、「中小企業や地域社会

の皆様に多彩なサービスを提供することを

通じ、豊かでうるおいのある日本をつくる」

ことです。中小企業支援の最後の砦として

皆様の信頼を得ることで、今後も中小企

業・小規模事業者、地域経済、さらには日本

経済の発展に寄与していきたいと考えてお

ります。そのために役職員が一丸となって全

力を尽くしてまいります。

宮川  正
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■ スタートアップ挑戦支援事業

新たな市場へ、新たな事業へ。
その挑戦に、必要なサポートを。
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■ 起業支援ファンド■ 革新的技術研究成果活用事業円滑化債務保証制度
　 （ベンチャーデット債務保証）

■ 起業ライダーマモル
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■ 生産性革命推進事業（ものづくり補助金、持続化補助金、IT導入補助金、事業承継・引継ぎ補助金）

■ 生産工程スマート化診断

実際の
生産工程の確認

生産工程の
課題

業務の
お困りごと

専門家による現場調査、
ヒアリング

診断報告会
（ご提案）

■ ハンズオン支援（専門家の派遣）

■ 中小企業等事業再構築促進事業（事業再構築補助金、省力化投資補助金）

■ ものづくり支援 ■ 地域活性化パートナー制度
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事業承継・事業引継ぎ支援



事業承継・事業引継ぎ支援



共済サポートnavi

共済金は退職所得扱い（一括受取り）又は公的年金等の雑所得扱い（分割受取り）となります。

納付した掛金の範囲内で事業資金等の貸付けを受けることができます。

※令和6年10月1日以降に共済契約を解約し、再度共済契約を締結（再加入）する場合、
その解約の日から２年を経過する日までの間に支出する掛金については、必要経費ま
たは損金の額に算入できません。

共済サポートnavi
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向けて直接またはWeb 会議システムを用いて対面でアドバイスいたします。

E-SODAN　経営相談チャットサービス

約1,500問

経営安定化と組織改善で、
あなたの会社を強くする。
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■ 研修（中小企業大学校、地域本部キャンパス、サテライト・ゼミ、オーダーメイド）

中小企業活性化協議会と連

携し、事業再生に取り組む

中小企業の金融機関取引の

正常化と経営面の支援を行い

ます。

復興 9

第1期
中期計画期間中
（H16fy-H20fy）

第2期
中期計画期間中
（H21fy-H25fy）

第3期
中期計画期間中
（H26fy-H30fy）

第4期
中期計画期間中
（R4fy-R5fy）

3.9

3.7

2.6

グローバル展開を目指すベン

チャー企業を、ファンドから

の株式取得等による資金提

供やファンドの運営者による

海外展開ノウハウの提供を通

じて支援します。

グローバルスタートアップ成長投資

設立5年未満の、創業または

成長初期段階のベンチャー

企業を、ファンドからの株式

取得等による資金提供やファ

ンドの運営者による経営支援

を通じて支援します。

新事業展開、事業継承を目

指す中小企業を、ファンドか

らの株式取得等による資金

提供やファンドの運営者によ

る経営支援を通じて支援しま

す。
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ANAクラウン
プラザホテル札幌
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代表 TEL.06-6530-0029

九州校　〒812-0024　福岡県福岡市博多区綱場町 2-1

金沢キャンパス　〒920-0031　石川県金沢市広岡 3-1-1

代表 TEL.092-263-1554

代表 TEL.076-223-5573

虎ノ門ヒルズ
森タワー

虎ノ門ヒルズ
ステーションタワー

ANAクラウン
プラザホテル札幌



2 0 2 4 . 1 0


